
はじめに
特に人口流出圏域における人材養成は, 単に地域の社

会サービスの提供主体の確保という経済的な点のみなら

ず, 地域コミュニティの維持やその地域に伝わる文化の

継承や自治の担い手の育成という社会的な点をも考慮す

る必要がある. このような社会経済的な背景から, 高等

教育機関である地方の大学は, 地域との密接な連携を築

き上げ積極的な地域貢献や課題解決の主体として期待さ

れるようになってきている.

2005 年 1月の中央教育審議会 (以下, 中教審と記す.)

｢我が国の高等教育の将来像 (答申)｣ には, 大学の機能

別分化の方針が示されている1. これを受けて, 例えば
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概要

本稿の目的は, 日本福祉大学が文部科学省 ｢地 (知) の拠点整備推進事業｣ の採択を受けて取組んだ ｢持続可能な 『ふく

し』 社会を担う 『ふくし・マイスター』 の養成｣ に係る地域でのフィールドワークの実践をもとに, 社会構成主義の視点か

ら地域連携教育におけるフィールドワークのモデル化を試みることにある. また, モデルの適用について, 昨今の教育改革

のテーマの 1つである ｢教育の質保証｣ の観点から示唆を加えるものとする.

論 文



地域志向・社会貢献志向の大学を支援する具体的な施策

として, 文部科学省 ｢地(知)の拠点整備事業 (大学

COC事業)｣ が展開されてきた. ｢地 (知) の拠点整備

事業 (大学 COC事業)｣ は ｢大学等が自治体と連携し,

全学的に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める

大学等を支援することで, 課題解決に資する様々な人材

や情報・技術が集まる地域コミュニティの中核的存在と

しての大学の機能強化を図る｣2 ことを目的とする 5 年

間の補助事業である. 平成 25 年度と平成 26 年度採択校

合わせて, 77 件が採択された. このねらいについて,

大阪市立大学のキックオフシンポジウムにおいて文部科

学省の担当者は次のように政策の説明を加えている.

COC事業のねらいは, 地域を志向した教育・研究・

社会貢献を全学的に進め, センター・オブ・コミュニ

ティ (Center of Community) として機能する優れた

大学を重点的に支援することである. 支援の必須条件は

3点である. 第一に ｢地域の課題 (ニーズ) と大学の資

源 (シーズ) のマッチング等により, 地域と大学が必要

と考える取組を全学的に実施していること｣, 第二に

｢全学的な取組であることが明確化された事業であるこ

と｣, 第三に ｢大学と自治体が組織的・実質的に協力し

ていること｣ である. あわせて, 学長のリーダーシップ

の下での大学のガバナンス改革の推進, 各大学の強みを

活かした大学の機能別分化の推進, 地域再生・地域活性

化の核となる大学の形成を求めている3.

このような制度的誘因によって, 採択校においては,

各地域の要請に応えるべく地域の実情と自治体の支援を

受けて大学の強みや独自性を生かした主体的な取り組み

が展開されてきた. これらの成果は, 各大学におけるシ

ンポジウムや報告書や, 大学 COC事業の幹事校を務め

る高知大学主催の全国 COCおよび COC+ (プラス) シ

ンポジウムにおいて大学単位の事例報告によってその課

題が共有されている. 例えば, 2017 年度の事例報告会

で課題となっていたのが, ディプロマポリシーに即した

地域連携による人材育成プログラムの開発とその学習評

価の仕組みの導入であった.

これまで概観してきた通り, 地域連携に関わる教育は,

大学が位置する地域の実情や, 大学のアイデンティティー

の柱となる“建学の精神”などの教育理念を踏まえたも

のであることが前提条件となっており, どうしても個別

大学の事例が暗黙の了解のもとに個別化されてとらえら

れてしまう傾向にある. さらに言えば, 総合大学の場合,

地域と連携した教育の実践は, それぞれの学部の実情も

踏まえることなり, ますますローカルな問題へと矮小化

されてしまい地域と連携した教育プログラムが普遍化さ

れていないのが現状である. したがって, 地域連携によ

る教育を語り合うための土台となる共通言語がないため,

大学の垣根を超えた交流が促進しないだけでなく, 大学

内においてすら学部相互の交流が図られないまま教育改

善にまで結びつかないことが問題である.

しかし, 大学 COC事業助成期間中に取り組まれた多

くの実践の中には, 地域連携による地域のニーズに応じ

た人材養成にかかる教育プログラムを普遍化するための

たくさんの要素が散りばめられていると筆者らは考える.

本論文の目的は, COC採択校の実践から得られたパズ

ルのピースをもとに, 地域連携教育におけるフィールド

ワーク設計のモデル化を行うことである. 前述した通り,

この研究の意義は, 学内における学部の垣根を超えたさ

らなる教育改善や, 大学の垣根を超えた高等教育機関の

質保証のための共通言語を提供するという点で, 変革期

を迎える高等教育機関の未来に向けた熱意ある教育担当

者の議論を促す点において大きな意義があるものだと考

える. 研究の対象は, 高等教育機関のうち文部科学省

｢地 (知) の拠点整備推進事業｣ の採択を受けた大学を

対象とする. 特色ある教育実践を主体的に行うこれらの

大学は, 多様性に富んでいるため1つの大学の実践が持っ

ている代表性は大きくなっている. したがって, 地域と

連携したフィールドワークのモデル化にあっては, 筆者

らが関わってきた日本福祉大学の初年時教育におけるフィー

ルドワークの実践事例を用いつつ, 他の地域への適用に

おける注意点について示唆を行うものとする.

1 節. 問題の所在：地域連携教育の今日的意義
池田 (2012) によると, 日本における産学連携の歴史

的分脈については, 大学政策と科学技術政策の 2つ側面

から支援が行われてきた4. 筆者は, 地域主体による 2

つの側面の統合と地域の異なる目的をもった組織間の関

係性を円滑にする社会インフラの整備が必要であるとの

認識を示した5. つまり, 地域を基盤に共通の利害であ

る人材育成について, 異なる目的を持つ地域関係者と大

学とが相互に学び合える相互学習の機会を頻繁に作って

いくことを地域連携による研究教育体制の拡充のための
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変革点と考えたのである. このような機会は, 学生にとっ

ては, 社会性を身につけるための絶好の学びの機会であ

り, また, 地域の課題解決を通じた恊働の機会は, 学ん

できた知識を活用する実践の場となる. さらに, これら

の実践の場は, 学生や教職員と地域関係者との顔が見え

る関係 (Face to Faceの関係) の頻度を増やし, 信頼

あふれるコミュニケーションを通して, 地域に対する思

いや愛着が伝播されていく場となることを指摘した上で,

これらが地域連携の今日的な意義であると捉え直した6.

そして, 平成 30 年 11 月の中教審 ｢2040 年に向けた

高等教育のグランドデザイン (答申)｣ には, ｢わが国の

高等教育がどう変化をしていくのか｣ を明らかにすると

ともに, ｢高等教育は, 初等中等教育段階と社会との協

力と連携の中で更に進化するものである｣7 と述べられ

ている. この中には, 大きく①学修者本位の教育への転

換, ②教育研究における多様性と柔軟性の確保, ｢学び｣

の質保証の再構築が取り組むべき喫緊の課題として掲げ

られ, 実現すべき方向性が示されている. 例えば, 学修

者本位の教育への転換については, ① ｢高等教育機関が

その多様なミッションに基づき, 学修者が ｢何を学び,

身に付けることができるのか｣ を明確にし, 学修の成果

を学修者が実感できる教育を行っていること｣8 とある.

本稿においては, 地域連携による教育を, 学修者の視

点から捉え直し, 『何を学び, 身につけることができた

か』 という点に触れ, 学修者を社会の分脈に埋め込むこ

とにより, さまざまな背景をもつ学生が“地域”という

場で地域課題に取組む様々な人々との関係性の中で, 互

いに学び合うためのフィールドワークの設計についてモ

デル化を行う. そして, 教員の役割については, 自身の

持つ知識を伝達することだけはではなく, 学生が経験や

実践を通して学修者が自ら主体的に意味づけを行えるよ

うな環境を整えることの重要性について議論を行う. ま

た, 地域への継続的な関与と教員の専門性を活かすこと

ができるフィールドの開拓を高等教育機関として支援す

る必要があることについても示唆を加える.

2 節. 先行研究：地域連携とフィールドワーク

の設計
それでは, いかにして地域連携教育によって今日的な

人材育成の主題である学修者中心の教育の質の保証が実

現できるのだろうか. フィールドワークとは, 一般的に

は, 調査対象について研究テーマに即した場 (フィール

ド) を実際に訪れ, その対象を直接観察し, 場合によっ

ては, 関係者に聞き取り調査やアンケート調査を行うこ

となどの学術的な調査技法として捉えられている.

伊藤 (2015) によると, 地域は, ①個々の社会事象を

意味づけ, ②社会生活の原則を発見させ, ③社会の発展

を願う気持ちを養い, ④学習能力を育成する場である.

そのため, 地域学習とは, 住民の生活上の欲求や必要性

に裏づけられ, 学生の意欲や関心を高められ, 学修者自

らが目や耳を使って学習しながら基礎的な学習方法を獲

得でき, 地域における社会生活の構造をとらえる枠組み

にとっての基盤となり, 社会参画の態度を形成できる教

育効果を有すると整理している. つまり, 地域というフィー

ルドから, 学修者自らが経験を通して, 意味づけを行う

力を育むことができるかがフィールドワークにおける主

要な課題である. したがって, 地域というフィールドの

中で学修者が何を学びとるか, その過程で学修者が社会

参画の態度を育むという人材育成における重要な固有値

を導くフィールドワークの設計が必要となる.

従来の大学の講義のイメージといえば, 大教室におい

て講義形式の授業が展開されている様子を思い浮かべる

のではないだろうか. このような場合は, 教員と学生の

関係性は, 伝達者である教員から学生に対して知識と経

験が伝えられるものである. 稀に, 教室においても学生

の意見を引き出し論点を整理しながら学生同士の意見を

もとに展開される講義もあるだろうが, この場合も意味

づけにおいては教員が行うことになる. したがって, 多

くの場合, 大教室の講義では, 教員から学生への一方通

行の知識伝達型の講義が中心となっている. また, テス

ト等で, 知識の理解が確認され学生の成績が決められ

る.

教育工学の分野では, 学修者が, ある対象について彼
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ら自身による理解を組み立てるように教育すべき, また

は学習者たちの中に既に存在している概念を前提に授業

を組み立てる必要があるという学習・教授理論を構成主

義教育と呼ぶ. ここでの教師の役目は, 学修者がある対

象範囲における事実や考えを見つけるのを手助けするこ

とである.

他方で, 地域におけるフィールドワークにおいては,

知識や経験の伝達方向は, 教員からではなく, フィール

ドとなる地域関係者から学生へと異なる. 学生と地域と

の関係性は, 活動の説明と質疑応答による相互学習的な

学びとなる. また, 教員と学生との関係性も教えるから

支援もしくは環境を整えることに変化するだろう. さら

に, 教員と地域関係者との思いの共有がなければ, 教員

からすると意図しない体験となってしまい, 地域関係者

の想いは, ただの“記号”として学生の記憶の底に埋れ

てしまうだろう. このように“地域”の持つ場の力を活

用するために, 学生・教員・地域関係者の三者の関係性

を構築するフィールドワークの関係性を整理すると次の

【図表 2】のようになるだろう.

ケネス・J・ガーゲン (2004) によると, わたしたち

が日常使っている言葉や感情は, 所属しているコミュニ

ティの文化そのものであり, 感情表現についてもそのコ

ミュニティの文化と密接に関連している. したがって,

人々はお互いの言葉のやり取りの中で ｢意味｣ を作って

いくのであり, ｢意味｣ とは話し手と聞き手の相互作用

の結果であると結論づけている9. もちろん社会構成主

義に対するあまりに哲学的な論考に対しては社会科学者

から批判があるが, 関係性 (もしくはガーゲンの言葉を

借りるなら対話〈ダイアログ〉) の中で本質を捉えるこ

とができると考えるならば, フィールドワークの設計に

おいて学修者である学生を地域の関係性の中に埋め込む

ことで, 学生自らが地域の言葉で地域の歴史的分脈や文

化や規範, そして現在の地域課題について理解すること

ができるようになるのではないだろうか. さらに言えば,

このような関係性の中で違いを越えて相互理解を育む力

は, グローバル化とローカル化が同時に進み, ｢個人間

の相互依存を深めつつ, より複雑化・個別化しているこ

とから, 自らとは異なる文化等を持つ他者との接触が増

大する｣10 という中教審が捉える社会背景の中で, ます

ます必要な力となっていくのではないだろうか.

3 節. 実践の整理：地域資源の活用と歴史的分

脈に対する理解
本稿で分析の対象とする日本福祉大学は, 平成 26 年

(2014 年度) に ｢大学 COC事業｣ の採択を受けて, ｢持

続可能な 『ふくし』 社会を担う 『ふくし・マイスター』

の養成｣ に係る全学的な取り組みが行われきた. その中

で, 大学のすべての学部の正課科目の中に, 学部毎に

｢地域志向科目｣ を設定して, 共通教育を担う全学教育

センターで開講する ｢地域志向科目｣ を含めて 10 科目

20 単位以上修得し, かつ毎学年末に ｢リフレクショ

ン｣11 を行った学生を対象に卒業時 ｢ふくし・ マイス

ター｣ として認定する教育プログラムを展開している.

｢地域志向科目｣12 とは, 地域との何らかの連携を科目

概要に明記し位置づけた正課科目のことである. これに

より全ての学部の学生と担当教員が何らか地域と関連す

る学びを実践することが教務上制度化されたことになっ

た. 特に, すべての学部において 1年時の必修科目もし

くは全員履修科目の中で展開される ｢ふくしコミュニティ

プログラム｣ は, 地域で学ぶための基礎リテラシーを涵

養するために置かれた大学を特色づける初年時教育となっ

ている. これらをすべての学部の初年時教育に体系的に

配置できたことは, 事業期間を通じた教育改革の成果と

している13.

本稿においては, 社会福祉学部における ｢ふくしコミュ

ニティプログラム｣ の取組をモデル化に向けた分析の対

象とする. というのも, 日本福祉大学では, フィールド

ワークをかなり広義の意味で捉えて 3 つに類型化14して

いるが, 社会福祉学部が最も体系化された典型的な分類

である地域と連携した調査研究型フィールドワークを実

践しているからである. 何より 2016 年度から 2018 年度
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の期間, 多くの関係者によって試行錯誤しながら継続的

に実施されてきた取組だからである. 社会福祉学部では,

初年時科目 ｢総合演習｣ の一環で実施される ｢春季セミ

ナー｣ という 1泊 2 日の宿泊型セミナーの中で, 1 日目

にキャンパスが位置する知多半島を中心に体系的なフィー

ルドワークを実施してきた. ｢春季セミナー｣ は, 学部

設置当初から実施されて 30 年以上にわたり脈々と引き

継がれてきている学部を特色づける取組である. この取

組は, 社会福祉学部教職員だけでなく, 上級生アシスタ

ントと呼ばれる学部の上級生が関わることが制度化され

ている. このことが社会福祉学部の特徴である少人数ゼ

ミナールと相まって, 教員・学生との関係性を決定づけ

る経路となっている. さらに, 大学 COC事業を採択さ

れるにあたり, 学則に“地域志向”であることが明記さ

れることになり, この取組のねらいであった大学での基

礎リテラシーを育むこと, 社会福祉学部での学びを理解

することに加えて地域を理解することが加えられた. ま

た, この間に配置された複数名の地域連携コーディネー

タが, それぞれの持つ社会関係資本を活用してフィール

ドワークのコースを設定した. 2015 年度までは, 教育

プログラムの開発期間として位置付けられており, 個々

の教員からコーディネータに対してフィールドの紹介や

フィールドワークコースの設定について相談されている.

(2016 年度における取組)

2016 年度からは, 社会福祉学部の ｢総合演習｣ 担当

教員と, 全学教育センターで地域連携教育の普及を担う

地域連携教育コーディネータの教員が連携して ｢春季セ

ミナー｣ 初日における知多半島を中心とするフィールド

ワークを実施することになった. フィールドワークの設

計については, 学部の意見を聞いた上で, ｢地域関係者

の話｣ と ｢まち歩き｣ の 2つの要素を入れることが必須

条件となった. そして, 5 名の地域連携コーディネータ

と地域で活動する1名の職員によって, 10コースのフィー

ルドワークコースが設計された. そして, A日程, B

日程に別れて, 18 ゼミナールの学生・教員がフィール

ドワークを実施した. 各コースは, 日程ありきで担当教

員に割りふられたため, 教員からは専門ではない分野の

団体の話を聞くことになった. また, 地域連携教育を進

める全学教育センターとしては, 初めての大規模なコー

ディネートを担当したこともあり, この年度の ｢ふりか

えり｣ を見てみると設計したコーディネータに大きな負

担がかかってしまい消化不良に終わってしまうケースが

多くあった. 例えば, ｢同日 2 つのコースを抱えて一方

のコースの案内人になってしまい, もう一方のコースが

手薄になってしまった｣ といった反省や, 教員の役割が

不明確で ｢もっと教員にイニシアチブを発揮してもらう

ためにもできる教員にはコースの設計に関わってもらえ

る体制｣ をとった方がいいといった翌年度に向けた課題

が多く残された. また, 教育的な視点から見てみると,

｢ボランティアガイドさんは, 知識を豊かに持っていらっ

しゃる一方で, その場で思いつくことをお話しくださる

ので, 学生からすると少し焦点がぼやけてしまったのか

もしれない. さらに良い教育プログラムにするには, 教

員のねらいに合わせて どの点を重点的に話していただ

くのか事前の打ち合わせが必要になってくる.｣ といっ

た声が聞かれた. 言い換えれば, フィールドワークの意

図が適切に学生に伝わっておらず, ただの“まち歩き”

に終わってしまった可能性がある. また, 地域の説明を

学生が聞きっ放しになってしまっていた. さらに, 地域

連携コーディネータが, 教員の代わりを担当せざるを得

ず, 地域と教員との対話がないままフィールドワークが

実施されてしまった. これらの反省を象徴するように,

あるコーディネータからは ｢次年度は, 地域関係者と担

当教員とコーディネータとが一緒にプログラムづくりを

したいと提案を受けている. 教員の授業のねらいが明確

であるなら, それに合わせて FW (フィールドワーク)

のプログラムを開発したほうがいいと思うので, コース

の設計プロセスの改善が必要だと思われる｣ と記述して

いる15. したがって, 2016 年度においては, 教員から学

生へのねらいの設定ができておらず, 学生にはフィール

ドは用意されていた一方で, そこから何を学べばいいの

かがわからないまま終わってしまっていた. また, 地域

連携コーディネータが中心にフィールドワークを設計し

たために, 教員と地域関係者との関係が築くことができ

ていなかった.

(2017 年度における取組)

2017 年度においては, 2度目の開催ということもあり,

2016 年度の反省を生かしてフィールドワークの設計が

行われた. この年は, 予め 18 名の担当教員の関心のあ

る分野を想定してフィールドワーク先が 18 コース仮設

計された. それをもとに, 学部の ｢総合演習｣ 担当教員

によって各ゼミ担当教員とフィールドワークコースとの
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マッチングが図られた. ある教員からは, 予め前年度と

同じコースに行きたいという話を聞いたため, オーダー

メードでフィールドワークが設計された. 例えば, 地域

自治をテーマに学ぶクラスでは, 担当教員とコーディネー

タとが受入先の区長を事前に訪問して, フィールドワー

クのねらいと共に, 学生に話してもらいたい内容が具体

的に伝えられた. さらに, 教員と上級生アシスタントと

が再度訪問して打ち合わせを実施した. その際に事前学

習用に地区を概観する資料を受け取り学生に配布するこ

とで, 事前に質問票が区長に送付されるなど, フィール

ドワークにいく前からすでに教員と地域との信頼関係が

築けていた事例も見受けられる. 2017 年度社会福祉学

部春季セミナーのふりかえりでは, ｢昨年度と同じ教員

が訪問したため, 訪問先との関係性がすでにできており,

大変コーディネートしやすかった. 可能であれば, ぜひ

同じ教員に継続的に関わってもらいたい｣16 とある.

また, 別の地域サロンの実践から地域コミュニティづ

くりを学ぶコースにおいても, 担当教員とコーディネー

タが, 事前に設定されたフィールドワークのコースを歩

き, 地域の産業の歴史的な盛衰とそれに伴う商店街の機

能の変化について伝えることで現在の街にサロンが求め

られるようになった背景を教員に伝えることで, フィー

ルドへの理解を高めた. その上で, 教員がフィールドワー

クでのまち歩きにゲーム性を持たせるなどの工夫を施し

たことで, 学生の主体的な学びが行われた. 他方で,

｢事前に教員から送られていた質問状をもとに, 地域の

方が回答をされていた. そのため臨場感が少し足りなかっ

た｣ や ｢学生が自然なカタチで地域の人と関われる場づ

くりに課題が残った. 例えば, はじめにまちあるきを体

験してから話を聞く順番にした方がよかったのか, 会場

の机の並べ方を対面でなく, ロの字型にした方がよかっ

たのか｣ といったフィールドワークの設計に関してでは

なく, 運営に関するものへと課題の質が変化しているこ

とが見て取れる.

(2018 年度における取組)

2018年度は, 3回目の開催ということや, 地域連携コー

ディネータの変更もなく準備を行うことができたことも

あり, 19 ゼミナール 19 コースのフィールドワークを 5

名のコーディネータが手分けをして前年度同様に行われ

た. この年度から確認事項として以下の 4点が確認され

ている. ①全てのフィールドワーク先に依頼状, お礼状,

手土産の準備の確認, ②コーディネータからフィールド

ワーク先への正式な依頼, プランニングシートの作成と

修正, ③調整がすみ次第, 担当教員へコースとプランニ

ングの周知, ④事前訪問, 詳細確認は, ｢担当教員とコー

スプランニング者｣ とで行うことが確認された. このこ

とは, 前年度の経験を踏まえて, 大学と地域関係者との

関係性が重要であることを学部が認識するになったこと

を意味している. また, 担当教員とコーディネータとの

役割を明確にすることで, それぞれの協業が行われ易い

ことが知識として共有されるようになってきていること

を意味している. さらに, 事前訪問を行うことを基本事

項としたことで, 教員と地域団体との関係も重要視され

るようになったことを意味している. もちろん, 事前の

段階での手間は多くかかるが, そのことが当日の学習に

生かされることを継続的な実践を通して経験値として蓄

えられていると言えるだろう. ｢2018 年度社会福祉学部

春季セミナーふりかえりシートまとめ｣ によると, ｢そ

もそもなぜ, 学生たちが NPO に行くのかという点が

わかっていなかったが, 理事長さんが, 行政 (専修) の

学生に配慮をして, NPO と行政の関わりについてお話

しいただいた点はよかった｣ など, 事前にフィールドワー

クのねらいが共有されており, その場の学生の理解に応

じて, 地域団体の想いや問題が伝達された点は, まさに

“地域”をフィールドとした学生・教員・地域関係者の

関係性の進化の過程そのものであると言える. また,

｢前日に区長さんから連絡をもらい, 当日雨予報のため

前日の時点で外での活動は中止となった. (中略) 教員

がファシリテータとなり学生とディスカッションが成立

していた｣ とある17ように, 2016年度には, コーディネー

タがイニシアチブをとってフィールドワークの運営をし

ていたのに対して, 教員が当事者意識を持ってファシリ

テーターとなり取り組んでいることは, 学修者を中心に

据えて, 地域の素材で料理を作るように, 地域関係者か

らそれぞれの学生が気づきや学ぶということが実現でき

ている証拠ではないだろうか. また, 2018 年度は, ｢総

合演習｣ の前期報告会に, 何名かの地域関係者がゲスト

として参加をしている. そして, 学生がフィールドワー

クにおける気づきから学びを深め報告をする内容を聞き,

地域関係者から ｢学生さんの報告を聞いて自分たちの活

動に考えてもいなかった意義があった｣ といったフィー

ドバックをいただく場面もあった. このように, 年度ご

との取組は, 地域をフィールドに学生・教員・地域関係
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者の 3者の関係性の進化の過程と捉えることができる.

4 節. 設計と分析：地域連携教育におけるフィー

ルドワークのモデル化
調査対象である日本福祉大学の地域連携教育における

学生と教員との関係は, フィールドワークの環境と活用

方法の教示と, 考えたこと・気づいたことの報告といっ

た双方向のコミュニケーションとなっていった. いわば,

学術的な対話が行われていたと言える. また, 学生と地

域関係者との関係は, 想い・問題の伝達とそれに対する

共感によって成立しており, 異なる文脈の中で, 他者に

理解してもらう, また理解する関係性が築かれていた.

さらに, 教員と地域関係者との関係は, 当初は“異質に

対する保身”といったネガティブな内心も双方にあった

と思うが, 継続的な関係性は, 次第に互恵的な関係性へ

と進化していった. 例えば, 教員が担当する別の科目に

おいて, コーディネータを介さずフィールドワークの関

係者をゲスト講師として講義に招き講義を展開する事例

も生まれた. また, フィールドワーク後も, 学生が地域

関係者のフィールドで実習やボランティア体験をさせて

もらうなど貴重な機会を教員の紹介で得ていた事例も報

告されている. このように, 地域連携教育におけるフィー

ルドワークのモデル化において, 特に初年時教育におい

ては, 学生・教員・地域間のすべてにおいて双方向の関

係性の構築が必要であると言える. また, フィールドワー

クを実施することを目的にするのではなく, 地域をフィー

ルドに何を学ぶか, 身につけるかを明確にしておく必要

がある. 昨今の教育の質保証の議論の中で, 質の保証シ

ステムだけでなく, 『質の充実』 が必要な取り組みだと

議論されている18. まさに, 教育の 『質の充実』 とは,

学習対象に対して, 多様な関係性が埋め込まれており,

その中で, 学修者がその成果を実感できることであると

言える. このような観点から, 学びの対象者からのポジ

ティブなフィードバックが得られる環境があるというこ

とが, どれほどの学修者の学びの動機づけになっている

のだろうと考えてみても想像に難くない. そして, 本項

の目的であった地域連携教育におけるフィールドワーク

のモデル化について, 次の【図表 3】に整理することが

できる.

5 節. 結論
本項で提示するモデルは, あくまでも日本福祉大学の

社会福祉学部における取組みをもとにモデル化に取り組

んだものであり, 福祉の専門人材育成を目指す志ある学

生と, その学生に関心を持ってくれる地域環境があった

からこそ成立させることができたと言わざるを得ない側

面も多くある. そのため, フィールドワークのモデルの

普遍化にあっては限界があると言わざるを得ない. しか

しながら, 大学関係者と地域関係者とが“地域”という

共通のフィールドを共有することで, 互いの関係性を進

化させていくことは, 人材育成という高等教育機関の大

切な役割を高めていくことにつながると言えるだろう.

また, 大学教員や学生の学びの質を高めるという観点か

ら, 地域関係者と大学を結びつける地域連携教育の支援

体制についても戦略的に位置づけることもできるだろう.

例えば, 岐阜大学は, 大学 COC事業において数少ない

S評価を得ているが, ｢地域連携｣ を大学運営の中核に

据えている. 文部科学省・中央教育審議会 (2017)

｢2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン (答申)｣

の中に示唆されるように 『自らとは異なる文化等を持つ

他者との接触が増大する』 多様化する価値観の中で, 地

域の担い手としてこのように地域のコミュニティの中核

を担う大学は, 今後も社会から求められていくだろう.

注

1 2005 年の答申では, 各大学は, ｢機能別分化｣ を念頭に他

大学とは異なる個性・特色の明確かを目指すこととある一

方, 国や地方自治体は, 各大学が重点を置く機能を自主的

に選択できるように配慮しながら, 財政面を含む幅広い支

援を行うこと説明がある.

2 文部科学省ホームページ：http://www.mext.go.jp/a_me
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nu/koutou/kaikaku/coc/1346066.htm ( 文 部 科 学 省

WEB, 2015 年 4 月 10 日閲覧)

3 大阪市立大学 (2014), p. 41.

4 池田 (2012), p. 70.

5 中野・佐藤 (2017), p. 3.

6 中野・佐藤 (2017), p. 4.

7 文部科学省・中央教育審議会 (2017), p. 1.

8 文部科学省・中央教育審議会 (2017), p. 2 参照.

9 詳細については, ケネス・J・ガーゲン (2004) の第 2章,

第 5章, 第 6章を参照.

10 文部科学省・中央教育審議会 (2017), p. 3 を参照.

11 リフレクションとは, 地域志向科目や正課外の取り組みで

地域と関連する学びを振り返り, 経験から気づきや学びを

得るためのふりかえり (省察) のことである.

12 地域志向科目とは, 科目概要に, 地域と関連する学びの要

素が記載される科目であり, フィールドワークや, 地域で

活躍するゲスト講師を招いた講義をおこなう科目, 地域団

体と連携したプロジェクト科目等が該当する.

13 日本福祉大学 (2019) 『日本福祉大学 COC事業成果報告

書』, p. 33.

14 日本福祉大学 『ふくしマイスター HANDBOOK 2018』, p.

23 によると, 以下の 3 つに類型化がされている. ① ｢ゼ

ミなどでとりあげた何らかのテーマについて実際の状況や

課題が生じている原因を確認するために行う｣ 調査研究型

フィールドワーク, ②職場体験 (インターンシップ) プロ

グラムなど ｢体験を通して知識や技能を身につける｣ 体験

型フィールドワーク, ③ ｢地域で行うボランティア活動｣

などを対象としたボランティア活動型フィールドワークで

ある.

15 全学教育センター (2016) ｢春セミコーディネータふりか

えり｣ より抜粋.

16 全学教育センター (2017) ｢2017 年度社会福祉学部春季セ

ミナーふりかえり｣ より抜粋.

17 全学教育センター (2018) ｢2018 年度社会福祉学部春季セ

ミナーふりかえりシートまとめ｣ より抜粋.

18 教育学術新聞 (2019) ｢『教学マネジメント』 構築とは｣

2019 年 10 月 2 日 1 面, 参照.
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